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第１章 調査概要 

 

 

１－１ 背景と経緯 

 

アルゼンチン国（以下、「ア」国）の主要産業は農牧業であるが、一方で自動車及び

電気製品等の工業製品は、同国の輸出総額(FOB)の 8.6％1を占めており、鉄鋼業はこう

した工業生産を支える重要な基幹産業となっている。また、「ア」国鉄鋼業の粗鋼生産

は、2005年では 539.1万トンあり、これは世界全体では 31位、中南米全体ではブラジ
ル、メキシコに次ぎ 3位となっている。2 
「ア」国の鉄鋼業界は、2001 年に経済危機に直面したものの、それ以降は順調に生
産を伸ばしてきた。しかし、ここに来て世界的な経済不安の影響を受け厳しい状況に陥

っており、投入コストを抑えるため、省資源及び製造過程で発生するダスト類の副産物

のリサイクル化への関心が高まっている。  
一方「ア」国政府においても、こうしたリサイクル率の向上を積極的に支援しており、

環境・持続的開発庁にクリーナープロダクション（以下、CP）担当部局を設置し、環境

負荷軽減に繋がるリサイクル技術を含む CP技術の国内での普及を促進している。 

クリーナープロダクションは、工場の一連の製造プロセスにおいて生産効率の改善に

より環境負荷を軽減させる産業環境管理手法であり、わが国では、1970 年代以降、省

資源や省エネルギー対策、あるいは廃棄物の再利用などを積極的に推進する中で、生産

効率の向上と両立する公害防止対策技術のノウハウを蓄積してきた。ちなみに、わが国

の鉄鋼業においては、既に副産物のリサイクル率は 98％を超えている。 

このような状況の下、2008 年 1月、「ア」国政府は、我が国に対し「ア」国鉄鋼業界

への CP 技術の普及を目的とした技術協力プロジェクト「製鉄業におけるクリーナープ

ロダクションプロジェクト」の要請を提出した。鉄鋼業は、典型的なエネルギー多消費

型産業であり、かつ環境に与えるインパクトも大きく、CPのニーズの高い分野である。

また、同要請は、日本の「ア」国協力の重点分野である「環境保全における環境・廃棄

物対策プログラム」の方向性と合致すること等から、2008 年 8月に正式採択された。 

今回の事前調査は、技術協力プロジェクト開始にあたり、協力の枠組みについて「ア」

国側と合意するとともに、当該分野における現状、課題等について詳細情報を収集する

ため行うものであり、アルゼンチン事務所の依頼を受け、これまでクリーナープロダク

ションについて多くの研修実績を有する九州国際センター（以下、JICA 九州）、及び研

修実施機関である財団法人北九州国際技術協力協会（以下、KITA）が調査を担当するこ

                                                   
1 2008年国家統計・センサス局(INDEC)の数値に拠る。 
2  2007年世界鉄鋼協会(IISI)のデータに拠る。 
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ととなった。 

 

 

１－２ 調査目的 

 

 本調査は、以下を目的として実施した。 

（１） 技術協力プロジェクトの枠組みについて、ミニッツにより「ア」国側と合意す

る。 

（２） 「ア」国鉄鋼業界における副産物処理を含むクリーナープロダクションの現状、

課題及び「ア」国側ニーズの詳細について情報収集する。 

 

 

１－３ 調査団構成 

 

氏名 担当分野 所属 

富安 誠司 

 

団長 

 

国際協力機構 九州国際センター 

研修業務課長 

久保 進 

 

原料処理 

クリーナープロダクション 

財団法人 北九州国際技術協力協会 

専門員 

目黒 祥子 協力計画 国際協力機構 九州国際センター 

研修業務課職員 

                                            

 

 

１－４ 調査日程 

 

調査期間：平成 20年 11 月 16 日（日）～27日（木） 

詳細は、「付属資料１ 調査日程表」のとおり。 

 

 

１－５ 主要面談者及び面談内容 

 

「付属資料２ 主要面談者リスト・面談録」のとおり。 
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１－６ 調査の基本方針 

 

 「ア」側の技術協力プロジェクト要請書及び事前に収集した情報を基に、関係部署と

も協議し、調査の基本方針を以下のとおりとした。 

（１） 本プロジェクトでは、産業界において環境への影響が大きいとされる鉄鋼業におけ

る環境負荷軽減を上位の目標とする。そのため、一連の製造プロセスにおいて環境

負荷を軽減するとともに生産性を高めるクリーナープロダクション技術の亜国鉄鋼

業界での普及を目指す。 
 
（２） 協力対象であるアルゼンチン鉄鋼協会（InstitutoAgentino de Siderurgia：IAS）

は、「ア」国の鉄鋼業界において、技術支援・情報提供等を担う中核的な機関である

ことから、本プロジェクトでは、スラッジ・ダストの処理等のリサイクル技術を含

むクリーナープロダクション技術に関する IASの能力強化を目標とする。 
 
（３） IASの能力強化を図るため IAS技術者を対象とした本邦研修を行うと共に、研修成

果を高めるため短期専門家を適宜派遣し、研修員帰国後のフォローアップを行う。

また、プロジェクト期間中に 2回現地セミナーを開催し、「ア」国の鉄鋼業界におけ
る協力成果の普及を図る。 

 
（４） 「ア」国鉄鋼業界においてクリーナープロダクション技術への関心を高めるため、

代表的なモデルとなる企業を選定し、プロジェクト期間中に具体的な成果（事例）

を作り、セミナー等で紹介する。 
 
（５） モデル企業において具体的な成果（事例）発現を促すため、本邦研修にモデルとな

る企業の担当者を参加させる。その際、相手側の自主性を高めるとともに参加者の

モチベーションを高めるため、研修に係る経費の一部負担（例えば日本までの往復

渡航費を自己負担とする等）を日本側より提案する。 
 
（６） 本プロジェクトでは、より多くの人々がプロジェクトの恩恵を被ることができるよ

う援助効果の普及に配慮する。（プロジェクトで開催するセミナーでは、IAS加盟の
企業のみならず非加盟の企業の参加も認める。モデル企業として本邦研修に民間の

企業が参加する場合、特定の企業に偏らないようにする等） 
 
（７） 日本のクリーナープロダクション技術に関する理解を深めるとともに、本プロジェ

クトの詳細を協議・確認するため、4月に IASの幹部クラスを対象とした２週間程
度の本邦研修の実施を提案する。 
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第２章 調査結果 

 

 

２－１ 調査結果要旨 

 

（１）プロジェクトの枠組み 

「ア」国政府からの要請内容を踏まえ、日本側で検討、作成したプロジェクトの

基本方針、Project Design Matrix(PDM)（案）、及び活動計画（案）に基づき、「ア」

国側の実施機関である Instituto Argentino de Siderurgia(IAS)と協議した結果、

概ね右に沿った形で合意に至りミニッツに署名した。 

 

（２）「ア」国の鉄鋼業について 

アルゼンチン国（以下、「ア」国）の主要産業は農牧業であるが、一方で自動車

及び電気製品等の工業製品は、同国の輸出総額(FOB)の 8.6％3を占めており、鉄鋼

業はこうした工業生産を支える重要な基幹産業となっている。また、「ア」国鉄鋼

業の粗鋼生産は、2005年では 539.1万トンあり、これは世界全体では 31位、中南
米全体ではブラジル、メキシコに次ぎ 3位となっている。4 
「ア」国の鉄鋼業界は、2001 年に経済危機に直面したものの、それ以降は順調

に生産を伸ばしてきた。しかし、ここに来て世界的な経済不安の影響を受け厳しい

状況に陥っており、投入コストを抑えるため、省資源及び製造過程で発生するダス

ト類の副産物のリサイクル化への関心が高まっている。 
   また、鉄鋼業は、典型的なエネルギー多消費型産業であり、かつ環境に与えるイ

ンパクトは大きい一方、「ア」国の鉄鋼業界における環境対策については、国の環

境規制に関する法制度の整備及び監視体制が弱い面もあり、企業側の環境への取組

は改善の余地が多く残されており、潜在的な環境への脅威は少なくないと言える。 
こうした現状において、省資源・省エネルギーを図りつつ生産性を高め、かつ環

境負荷軽減に資する CP の需要は高いと判断され、実際に「ア」国側関係者からも

我が国の CPに対する強い関心が示された。 

但し、「ア」国鉄鋼業界の技術レベルは総じて一定の水準にあり、また D.R.I.（直

接還元鉄）に関する技術等、日本よりノウハウを有する点も一部あるところ、協力

実施にあたっては「ア」側のニーズ、技術レベル及び日本側で提供できるものを確

認しつつ、引き続き日本側・「ア」側双方で協議し、具体的な研修内容等を決めて

いくことが肝要と思われる。 

                                                   
3 2008年国家統計・センサス局(INDEC)の数値に拠る。 
4  2007年世界鉄鋼協会(IISI)のデータに拠る。 
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（３）「ア」国政府の CPの取組 

「ア」国政府は、環境・持続的開発庁にクリーナープロダクション担当部局を設

置し、国内における CPの啓発を進め、これまで一定の成果を上げてきた。今後は、

全国の各産業分野において CP の導入、普及を図るべく、同部局が中心となり、各

州政府・大学・NGO・民間企業等の参加を得てガイドラインを策定、導入する予定

である。 

今回の環境・持続的開発庁との協議において、こうした CP に関する「ア」国政

府の取組と本プロジェクトの方向性が一致していることが確認され、今後も同庁と

本プロジェクトとの間で緊密に連携をとることが合意された。 

前述のとおり鉄鋼業は、エネルギー多消費型産業であり、かつ環境に与えるイン

パクトが大きいところ、本プロジェクトを通じ鉄鋼業界において CP 導入の具体的

な事例を示すことができれば、各産業への CP の普及促進のモデルケースとなり得

ることから、同局も本プロジェクトとの連携に高い関心を示した。 

なお、クリーナープロダクション担当部局の長である Ariel Carbajal 氏は、1991

年に JICA 九州が KITA に委託して行った CP の集団研修へ参加した経験があり、日

本の CP の取組や本邦研修の効果を良く理解しており、同氏より、本邦研修を中心

とした本プロジェクトに対し強い期待の意が表明された。 

 

（４）アルゼンチン鉄鋼協会（IAS）について 

「ア」国政府は、同国の鉄鋼業界への CP 普及を図るため、本プロジェクトの実

施機関を IAS として要請した。 

IAS は、「ア」国鉄鋼業界において、調査研究、技術開発・協力、教育・研修、

情報提供を行う非営利団体(NPO)であり、各部門において企業・大学・行政機関等

の要望に応え活動が行われている。1972 年、政府軍製造部の指導により研究機関

として設立され、1990 年、軍から「ア」国鉄鋼業界に移管され現在に至っている。

（IAS の理事会は「ア」国の製鉄会社 4社、鉄鋼会社 1社で構成。）職員は 70 名、

年間予算は約 600 万ペソ（約 185 万米ドル）であり、年間予算の 93%は自己収入で

成り立っている。（残り 7%は加盟企業が拠出。） 

また、IAS の試験・研究施設は比較的整備されており、IAS 全体で ISO9001 を取

得している他、環境に関する正式な試験機関として、ブエノスアイレス州政府より

認可を受けている。職員の定着率については、具体的な数値は無いものの、何人か

聴取したところ、長期に勤務している者が多く比較的安定していると言える。 

これらの点を踏まえると、IAS はプロジェクトの実施機関として十分な能力を持

っており、また、鉄鋼業界において技術・情報の普及を行う中核的な役割を担って

いることから、IAS の CP に関する能力強化を図り、IAS を通じ鉄鋼業界へ CP の普
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及目指す「ア」国政府の要請は妥当性が高いと判断される。 

 

（５）IAS との協議 

IAS との協議において、日本の CP に関する IAS の高い関心が窺われ、来年 4 月

に計画されている IAS 幹部対象の約 2週間の本邦研修に、IAS 会長自らが参加の意

向を示した。但し、一方で、IAS の職員の中においては関心度にばらつきがあり、

また、自分の専門外の分野は関心が低くなりがちであるよう見受けられた。 

従って、プロジェクト実施にあたっては、こうした点に留意しつつ CP の理解を

促すことで、各人の担当分野を越えて全体の生産プロセスを意識することとなり、

IAS の能力強化に繋がることが期待される。 

 

（６）政府関係機関との協議 

   本プロジェクトに関る機関として、外務省、環境・持続的開発庁、国立工業技術

院(Instituto Nacional de Tecnología Industrial: INTI)を訪問し、また、プロジ

ェクトサイトとなるサン・ニコラス市を訪問した。 

   特に、環境・持続的開発庁については、「（３）「ア」国政府の CPの取組」に記載

のとおり、クリーナープロダクション担当部局を設け、全国レベルでの CP 普及を

目指していることから、本プロジェクトとも最も深く関るため今後も密接な連携が

不可欠であると考える。 

また、INTI との協議において、同院では様々な産業技術の指導・研修を行って

いるが、CP に特化した研修は行っておらず、生産性向上や省エネルギー技術など

個別の技術として指導している旨説明があった。また、IAS とは同院の機械部門が

技術的な会合を実施していることから、プロジェクト開始後も引き続き当該分野に

ついて IAS と意見交換したい旨要望がなされた。 

IAS が所在するサン・ニコラス市の市長との協議においては、市長より、同市は

鉄鋼業従事者が多く居住しており、市としても下水道施設の改善をはじめ環境関連

のプロジェクトを積極的に進めており、市民の環境への意識も比較的高いとの説明

がなされた。また、鉄鋼会社のスラグの道路舗装材としての活用を検討しており、

IAS とも同プロジェクトで連携している由であった。 

 

（７）プロジェクトの基本方針 

日本側で事前に作成したプロジェクトの基本方針に基づき、プロジェクトの直接

受益者（ターゲットグループ）は IAS であり、鉄鋼業界の関連企業は間接受益者で

あること、具体的には、日本側は IAS の能力強化に係る協力を実施し、IAS が鉄鋼

業界の関連企業に対し CPの指導を行うことを協議の場で再度確認した。 

また、本邦研修へ企業を参加させる意図としては、鉄鋼業界において CP への関
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心を高めるため、プロジェクト期間中にモデル企業として CP 導入の具体的な事例

を作り、セミナーを通じその取組を発表することであることを確認した。 

更に、CP導入の具体的な事例作りのプロセスは、本邦研修において、IAS と企業

の参加者が共同で CP導入のための活動計画（Action Plan）を策定し、帰国後は同

計画に基づき活動を進めると共に、日本側は短期専門家を派遣し、同計画促進のた

め助言を行うことを双方で確認した。 

プロジェクト実施にあたっては、関係者が多岐に亘るため、関係者間の共通理解

がプロジェクト成功の重要なポイントとなるところ、今後、プロジェクトの各段階

でかかる点について関係者間で確認することが重要となる。 

 

（８）プロジェクトの波及効果 

   今回のプロジェクトの目標は IAS の能力強化であるが、プロジェクトの基本方針

として、プロジェクトの波及効果に重点を置き、その成果ができる限り多くの企業

や人々に被益することで IAS 側と合意した。プロジェクト成果の波及に係る今後の

具体的な取組として、以下が想定される。 

 

・ IAS は、毎年 11月に国際セミナー（参加者は約 500～700 名程度）を開催しており、

同セミナーにおいて本プロジェクトの取組を発表する予定。（プロジェクト期間中は

2回実施。） 

 

・ IAS は、企業・地方政府・大学等に対し、調査・研究、技術指導、情報発信、研修・

教育、試験・検査を行っており、こうした IAS の通常の活動を通じてプロジェクト

成果の普及が期待できる。 

 

・ 前項に関連し IAS では、国内の工学修士課程のインターン生受入を実施しており、

こうした研修・教育活動を通じ学生等に対しプロジェクトの成果が普及される。 

 

・ IAS は、中南米 12 カ国で構成されるラテン・アメリカ国際鉄鋼協会(ILAFA)に加盟

し、同協会を通じ技術交流を実施しており、こうしたネットワークを通じプロジェ

クト成果の普及が期待できる。 

 

・ 現在、IAS はシニア海外ボランティア(2代目)を要請中であり、本プロジェクトと直

接の関係は有していないものの、同 SV 着任後は、SV と本プロジェクトとの間で緩

やかな連携を築くことで、プログラム・アプローチとしての相乗効果が期待できる。 

 

・ 現在、環境・持続的開発庁は全国レベルでの CP普及のため、ガイドラインの策定を
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始め様々な活動を実施している。同省と密接な連携を図り同省が主催するセミナー

等でプロジェクトの成果（CP導入に係る具体的事例等）を紹介することで、鉄鋼業

のみならず他の分野へのプロジェクト効果の波及が期待できる。 

 

 

２－２ 討議・現場視察結果 

 

本プロジェクトの推進に当って、協力対象組織である IAS および IAS に所属する

「ア」国鉄鋼業界での CPに関する問題点及び現地のニーズをさらに把握するために、

IAS 及び所属メンバーの製鉄所と討議・視察を実施した。そのスケジュール及び主

要な内容は以下の表のとおりである。 

 

月日     討議・視察先 先方の主な対応者 CP 面の主要ニーズ・問題点 

11/19 

AM 

・IAS オフィス ・Gardella IAS 会長 

・Dalmaso IAS 生産部長 

・ Zamboni  

IAS 人材育成部長 

 他 

・所属各社の副産物リサイク

ル状況の改善。 

・地元市の環境対策への取組

み強化との連携。 

・IAS でのリサイクル技術に

関する R&Dの推進。 

11/19 

PM 

・Siderar 社 

各プラント 

・P.Elio 氏（元幹部） 

・Pettorossi 担当技師 

 他 

・ダスト、スラッジの自社プ

ロセスへのリサイクル量

増加。 

・製鋼スラグのエージング法

の改善と蓄積量の減少。 

11/20 

AM 

・IAS オフィス ・Gardella IAS 会長 

・Dalmaso IAS 生産部長 

・IAS 所属各社のリサイク

ル担当責任者クラス 

 他 

・各社とも埋立されているダ

スト、スラグがある。 

・各社とも能力増強計画があ

り、副産物のリサイクルは

重要な課題。 

11/20 

PM 

・Acindar 社 

各プラント 

・Salichs 持続開発部 

マネージャー 

・Zn, Pb 及び少量の Cd を含

む電気ダストが問題。 

11/21 

AM 

・IAS オフィス 

・Siderar 社 

・Gardella IAS 会長 

・Dalmaso IAS 生産部長 

・未処分で廃棄されているダ

スト類の回収率向上。 
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NO.2 高炉 ・V.Bergen Siderar 社 

副所長他 

・環境対策のノウハウ、情報

の交換。 

11/21 

PM 

・IAS オフィス 

各ラボ設備 

・Gardella IAS 会長 

・Dalmaso IAS 生産部長 

・Sebastian 生産部職員 

・S.Ramos 原料研究室職員 

 他 

・2009 年 11 月開催の IAS セ

ミナーに日本からの専門

家派遣と CP 教育及びプロ

ジェク推進状況の評価。 

・ダスト類の回収リサイクル

法の開発研究中。 

 

 

（１）討議・現場視察の概要 

IAS および IAS に所属する鉄鋼各社との討議及び現場視察を通じて、CP に関する問題

点と現地のニーズを確認すると共に、夫々の現状における生産活動状況や将来計画等も

ヒアリングした。なお、20 日午後の IASにおける討議に参加した会社は IAS 所属企業 5

社のうち、Ternium Siderar 社、Acindar 社、Acer Brag 社、Gerdau Sipar 社の 4 社で

あり、現場視察の対象は Ternium Siderar 社、Acindar 社の 2社であった。 

 

１）IAS 

・ 所属メンバーの拠出金やイベント収益（年間予算 185 万米ドル）で運営する非営利

団体。 

・ 試験分析検査の公的認定機関、ISO9001 を取得。 

・ プロセス研究、試験分析及び各種検査サービス、セミナー開催や情報サービス。 

・ プロセス研究では原料、高炉、転炉、連続鋳造、耐火物、圧延、鉄鋼製品試験等の

各工程に関しての技術開発及び調査研究。大掛かりな模型を使っての実験やコンピ

ューターによるシミュレーションモデル解析、自動車用鋼板等の各種機械強度試験

を行っている。 

・ 試験分析検査の部門では地域の大気及び水質に関する定点環境測定、企業及び自治

体からのテンポラリーな依頼分析等がメインのようである。 

・ IAS の技術水準及び研究内容から判断して、本邦研修や現地指導における理解力や

成果の実現能力は十分にあると判断される。 

 

２）Siderar 社 

・ 前身は国有の Somisa 製鉄所。 

・ 焼結機 1機、コークス炉 5 基、高炉 2基、転炉 3 基、連続鋳造（CC）1 機（２スト

ランド）、圧延（熱間 1機、冷間 2機）、酸洗錫メッキ 1機。 
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・ 現在は年間 280 万トン能力のところ、高炉 1基改修中（2009 年 1月火入れ予定、た

だし延長の可能性大）と経済不況で減産している。現状の全工程でのボトルネック

は CC にある。 

・ 鉄鉱石原料はブラジルからの輸入で、パラグアイ上流側からバージで輸送してくる。 

・ 2011 年には年間 400万トンまで生産能力の拡大する予定であり、このためには現状

での副産物リサイクルの課題を解決が求められている。これが当社の喫緊の課題で

ある。 

・ 現状では、高炉スラグは水砕 100％で全量セメント工場向けに販売。昔の約 100 万

トンの高炉スラグがストックされているが、使用向け先がほぼ決まった。一方、製

鋼スラグの一部がリサイクルされておらず、現在約 55 万トン（うち 25 万トンはメ

タリック除去済み）がストックされている。スラグのエージング（Aging）の方法

が完全でないため、もっと良い方法を模索中。 

・ 高炉ダストは全量 sinter へリサイクル、高炉スラッジは全量セメント会社へ販売

されている。 

・ 焼結ダストのうち主排ガス（ESCS）のダストは一部分は sinter へリターンされる

が、高アルカリ分であるため、殆どはヤードにストックされている。原料及び成品

の輸送系集塵ダスト系のダスト（EP 集塵機）は pre-mix され sinter 原料としてリ

ターンされる。 

・ 転炉ダスト（バグフィルター）と転炉スラッジのうちの粗粒（高 Fe 分）はブリケ

ット(以下、BRQ)にして転炉原料（冷却材と思われる）としてリサイクル。転炉ス

ラッジのうちの細粒（高 Zn 分）はセメント会社へ販売している。 

・ その他、製鉄所全体で発生して集められたダスト類が年間約 9千トンあり、これが

現状のダスト類でのアンバランスの元になっているとのことであった。 

・ 製鉄所全体のイメージとしては、減産中という背景もあるかもしれないが、何とな

く落ち着いており、芝生等の緑地も十分に取ってあって敷地面積にも余裕があるよ

うに感じられた。 

・ 稼働中の No.2 高炉は順調にオペレーションされていた。鋳床での作業も十分に安

全に配慮されており、集塵状況も良好であった。 

・ 総合的に見て、Siderar 社の技術レベルは一定の高さにあるものと思われる（トヨ

タへの鋼板の納入等）。副産物の管理については、その発生量、向け先とその量、

物性等の基礎的な情報は十分に把握されている。ただし、現状では 50％以上の副産

物が販売されるかたちで外部に出て行っており、残る副産物に対する製鉄所内での

保管管理は比較的容易と思われる。今後副産物リサイクルを確立させるためにはス

トックヤードでも副産物の仕分け管理をきちんとやることが重要であることを先

方には説明した。 

・ 将来の 400 万トン体制時には、sinter プラントの増強はしない方針になっている。
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その代わりにダスト類は BRQ（出来れば高炉へリサイクル）、ペレット（sinter 原

料としてリサイクル）にする計画であり、そのためのリサイクル技術を早く完成さ

せたいとのこと。そのためには日本からの技術移転を早急に期待している。 

 

３）Acindar 社 

・ Arcelor‐Mittal グループの電気炉メーカー、現在は年間 170万トンの生産量。 

・ Midrex 型 DRI（直接還元鉄）設備 1基、EAF（電気炉） 2機、ビレット CC２機、圧

延ミル（棒、線材）2機。 

・ 鉄鉱石原料はラプラ川河口から鉱石専用船で上流へ上ってくる。 

・ DRI用の鉄鉱石原料から発生する粉塵ダスト類はSiderar社のsinterプラント原料

として売却。DRI から出るメタリック系ダストはブリケット化（BRQ）して EAF へリ

ターンしている。 

・ EAF から発生するスラグは 90％が道路工事用等に外販、10％が余剰で構内に埋立 

・ ダストは Zn7％、Pb1％、Cd0.05％含まれており、未処理のまま特別にシーリングさ

れた空き地に埋立している。 

・ 製鋼レードルの底付き（地金）が未処分で大量に滞留（コスト的にペイしない）し

ている。 

・ 全体的にはすっきりしたレイアウトで、プロセスも単純なこともあり清潔なイメー

ジのプラントであった。環境管理システムとしては 1993 年頃から確立していると

のこと。 

・ クリーナープロダクションとしては、上記の EAFから発生するスラグ、ダストおよ

び底付き（地金）の処置が問題である。 

 

 

（２）討議・現場視察の総括と今後の検討課題 

 IAS 及び Siderar 社、Acindar 社との討議・現場視察の総括は以下のとおりである。 

 

１）Siderar 社においては、既に BRQ 化に関する実績があり、同社が考えているダスト類

の新たなリサイクルについても IAS での研究も進んでいるようなので大きな障害はな

いと思われる。問題は時間的余裕であり、もし早急な対策実行を必要とすれば、既に

日本の鉄鋼各社が実施している対策の中から、同社の状況にふさわしい技術を選択す

るということも考えられる。 

 

２）もう一つの課題は副産物を BRQ あるいはペレットの形でリサイクルする場合、向け

先が高炉あるいは転炉という製鉄所の主要な反応プロセスであり、リサイクル成品を

実機で使用するに当っては慎重な対応が求められる可能性が大きいことである。 
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２－３ 今後の対応 

 

（１）本プロジェクトの進め方 

 本プロジェクトでは CP に関する IAS の能力強化を日本側からサポートするとともに、

IAS 所属の鉄鋼企業における副産物リサイクルに関する課題を解決することが求めら

れている。そのためには CP の概念を十分に理解させるとともに、CPの成果が目に見え

る形で評価できるようにすることが有効と思われる。 

  その具体的な進め方として、IASを核としたタスクフォースを立上げて一つのモデル

ケース事業を作り上げる方法が考えられる。そのベースとしては本邦研修に参加する

IAS 及び所属鉄鋼企業の研修員自身の活動計画（Action Plan）が一つの指針となるの

で、活動計画（Action Plan）の策定が効率的に行われ、かつ実現可能性が十分に高い

ものに仕上がるような研修が望まれる。 

 

（２）研修計画への反映 

関係機関との協議及び企業視察結果を通じて得られた情報、さらには今後提出され

ることになっている対象組織からの研修項目と研修水準への要望を通じ、研修内容を

以下のように見なおす予定である。なお、2009 年 4 月に実施することが決定した IAS

幹部の本邦研修において、本プロジェクトの詳細について協議・確認することになっ

たので、その時点での再見直しもあり得るものと思われる。  

 

１）協力対象組織である IAS に所属する「ア」国の鉄鋼業界において、プロセスで発

生するダスト・スラッジ類の効果的な処置対策を導入するニーズが極めて強いことが

確認されたので、クリーナープロダクション技術の中でも特にリサイクル技術に関す

る IAS の能力強化を目標とする。具体的には、当該分野の企業への視察及び関連する

文献や情報による重点的な研修を増やすことを検討する。 

 

２）環境・省エネルギー対策の面での遅れは「ア」国の産業界全体での問題である。

長期的な視点での環境・省エネルギーへの取組みマインドを醸成するために、実施事

例の紹介に加え、日本での産業界のみならず、国・地方行政・市民レベルでの環境・

省エネルギーに対する多様な取組み状況を理解させるようにする。 

 

３）今回のプロジェクトは、IAS を核としたタスクフォース的な活動がポイントである。

効率的なプロジェクト推進のための手法・スキルの習得に関する研修も強化する。ま

た、日本国内の IAS に類似した組織・団体における副産物リサイクル等に関しての産

官学一体となった組織的な推進体制についても研修できるようにすることを検討する。 
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２－４ 協力の枠組み 

 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

＜プロジェクト目標＞ 

クリーナープロダクション技術に関する IAS の能力が強化される。 

＜指標＞ 

IAS が 4社以上を対象にクリーナープロダクション技術の指導を行う。 

 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜上位目標＞ 

アルゼンチンの鉄鋼業界において、クリーナープロダクション技術が普及される。 

＜指標＞ 

IAS に対し、クリーナープロダクション技術に関する企業からの依頼が増える。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

＜成果１＞ 

C/Pがクリーナープロダクションの実施に不可欠な鉄鋼製造の基礎技術を修得する。 

（活動） 

①C/P が本邦研修に参加する。 

②現地に派遣された短期専門家に指導を受ける。 

③本邦研修で得た技術及び短期専門家の指導に基づき、実験炉にてクリーナープロ

ダクション技術を検証する。 

（指標） 

C/P が 80％以上理解する。 

 

＜成果２＞ 

C/P がダストの処理技術を修得する。 

（活動） 

①C/P が本邦研修に参加する。 

②現地に派遣された短期専門家に指導を受ける。 

③本邦研修で得た技術及び短期専門家の指導に基づき、実験炉にてダストのブリケ

ット化、ペレット化の方法を検証する。 

（指標） 

C/P が 80％以上理解する。 
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＜成果３＞ 

クリーナープロダクション技術に関する指導用マニュアル・研修用教材が整備され

る。 

（活動） 

①クリーナープロダクション技術に関する指導用マニュアルを作成する。 

②クリーナープロダクション技術に関する研修用教材を作成する。 

（指標） 

指導用マニュアル・教材が作成される。 

 

＜成果４＞ 

アルゼンチンの鉄鋼業界においてクリーナープロダクション技術の有用性が理解

される。 

（活動） 

①クリーナープロダクション技術とダスト処理技術普及のための研修会を実施す

る。 

②プロジェクトの最終評価を実施する。 

（指標） 

クリーナープロダクション技術普及のための研修会が 2回開催される。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本国側 

①短期専門家派遣：1名×2～4週間×2回/年 

②本邦研修：3～4名×1.5～2ヶ月×1回/年 

       2 名×2週間×1回 

 

２）アルゼンチン国側 

①C/P の配置:プロジェクトマネジャー：1名 

プロジェクトメンバー：7名 

 

②現地での研修会の開催: 2 回（1回/年） 

③サイトの提供：実験炉及びブリケット化、ペレット化のためのラボ 

④プロジェクトオフィス（プリンター付き且つインターネット接続可能）の提供 

⑤アルゼンチン国内でのプロジェクト実施のための資機材、消耗品の費用 

⑥短期専門家の交通手段及び交通費 
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第３章 評価５項目による事前評価 

 

 

３－１ 妥当性 

 

本プロジェクトの妥当性は、以下の観点から高いと判断される。 

 

（１）「ア」国国家政策との整合性 

「ア」国環境・持続的開発庁にはクリーナープロダクション担当部局が設置され

ており、現在は、全国の関係者と協議し、州レベルでのクリーナープロダクション

活動推進のための方針を作成している段階である。従って、本プロジェクトとクリ

ーナープロダクション活動を推進する「ア」国国家政策との整合性は高い。今後、

具体的な研修内容を検討するに当たっては、調査で収集した「ア」国の環境に関す

る法律や規制について把握した上で、それらの方針に沿った内容とすることが必要

である。 

 

（２）我が国援助政策との整合性 

   我が国は、「ア」国に対し、グローバルイシューである環境保全を中心とし、両

国の関係機関が対等なパートナーとして取り組みつつ、両国の関係を維持発展させ

ていくための協力を実施している。本プロジェクトは、環境保全分野の中でも「環

境管理・廃棄物対策プログラム」に位置づけられる。従って、環境保全に寄与する

本プロジェクトと我が国援助政策との整合性は高い。 

 

（３）ターゲットグループのニーズ 

ターゲットグループである IAS は「ア」国鉄鋼業界において技術支援・情報提供

の中核的機関であり、環境負荷を軽減し生産性を向上させるクリーナープロダクシ

ョン技術について企業から指導を求められる立場にある。よって、本プロジェクト

はターゲットグループのニーズに合致している。 

 

（４）我が国の比較優位性 

本プロジェクトの主体となる本邦研修では、鉄鋼業のダスト等の副産物処理技術

を含むクリーナープロダクション技術がテーマとなるが、我が国の副産物リサイク

ル率は 98％を超える。また、本邦研修の主要な実施場所となる北九州市には多く

の鉄鋼企業、関連企業が所在し、厳しい公害を克服した歴史があり、我が国の中で

も特に当該分野の技術やノウハウを有している地域である。以上のことから、本プ
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ロジェクトは我が国の比較優位が高いものである。 

 

 

３－２ 有効性  

 

本プロジェクトの有効性は、以下の観点から高いと判断される。 

 

（１）プロジェクト目標の明確さ 

本プロジェクトの目標は、クリーナープロダクション技術にかかる IAS の能力強

化である。IAS は「ア」国鉄鋼業界において技術支援・情報提供の中核的機関であ

ることから、指標として「民間企業に対する IASのクリーナープロダクション技術

にかかる指導件数」が設定されており、目標・指標共に明確である。 

 

（２）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

本プロジェクトのアウトプットは、職員の能力向上、研修関連資料の整備、クリ

ーナープロダクション技術の普及のためのセミナー開催である。これらのアウトプ

ットは技術支援・情報提供の中核的機関である IAS の本来業務と合致しており、ア

ウトプットが達成されることにより、プロジェクト目標である IAS の能力強化が達

成される。 

 

 

３－３ 効率性  

 

本プロジェクトの効率性は、以下の観点から高いと判断される。 

 

・本プロジェクトの主体となる本邦研修は、JICA 九州からクリーナープロダクショ

ン分野の研修を数多く委託している KITA によって実施される予定である。よって、

内容が類似した研修の既存テキストを本プロジェクトの内容に合致するよう改

訂・翻訳し、活用することができ、経費・労力面において効率的である。 

・KITA が持つ日本企業及び当該分野関係者のネットワークを活用し、類似の研修で

実施している企業視察及び実習を取り入れ、本邦研修を効率的に実施することがで

きる。 

・本邦研修のテキストを研修員が持ち帰り、IAS の研修教材として活用することによ

り、アウトプット３を効率的に達成することができる。ただし、「ア」国にて研修

教材として使用する際には、日本国内でテキストの著作権処理を適切に行う必要が

ある。 
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・IAS は１年に一度国際セミナーを実施しており、そのセミナーにおいてプロジェク

トの進捗・成果発表や日本のクリーナープロダクション技術の紹介を行うことで、

アウトプット４を効率的に達成することができる。既存のセミナーの場を活用する

という点で、経費・労力面において効率的であり、また、恒例で実施されており幅

広い参加が見込まれる公開の国際セミナーの場を活用するという点で、効率的にク

リーナープロダクション技術を普及することができる。 

・本プロジェクトは、IAS 幹部の本邦研修→IAS 一般職員の本邦研修→短期専門家派

遣という順序で実施され、クリーナープロダクション技術の理解と普及を行うため

に効率的なサイクルである。 

・本邦研修には IAS 職員に加え、モデル企業として民間企業が参加し、帰国後、CP

導入の具体的な事例作りを行う。現場を担う民間企業が参加することで、CP の理

解と普及が実体を伴った形で効率的に進められる。なお、民間企業が参加する場合

には、プロジェクトの自主性及び参加者のモチベーションを高めるため、航空運賃

を自己負担とすることを検討中である。 

・本プロジェクトには新たな設備や機材に対する投資は予定されておらず、日本側の

投入は本邦研修及び短期専門家派遣のみである。専門家が使用する実験炉やラボは

基本的に IAS が提供するところ、経費面で効率的である。 

 

 

３－４ インパクト 

 

本プロジェクトのインパクトは、以下のとおり予測される。 

 

（１）上位目標の達成可能性 

   IAS の活動範囲は、「ア」国全体をカバーしており、本プロジェクトを通じ IAS

の能力が強化されることで、将来、全国レベルでクリーナープロダクション技術の

理解と普及を進めることが期待される。なお、そのためには、「ア」国経済の安定

と、組織としての IAS の位置付けが変更されないことが外部条件となる。「ア」国

経済は世界的な金融不安の影響を受け予測しにくい状況であるが、1972 年に設立

された IAS の位置付けは当面変更されないと考えられる。 

 

（２）波及効果 

  本プロジェクトでは、プロジェクト期間中 IAS が開催するセミナーで、プロジェ

クトの進捗・成果発表及び短期専門家による日本のクリーナープロダクション技術

の紹介を行う予定であり、セミナー参加者に効果を波及させる仕組みが構築されて

いる。セミナーには、企業のみならず政府・大学関係者、学生も例年参加しており、
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幅広い層への波及効果が期待される。 

 

 

３－５ 自立発展性 

 

本プロジェクトの自立発展性は、以下の観点から高いと予測される。 

 

・本プロジェクトの日本側投入は、本邦研修を主体とし最低限に抑えてあり、また、

本プロジェクトのアウトプットは IAS の本来業務に直結しているため、プロジェク

ト終了後も IAS において、経費・運営体制共に無理なく活動が継続されると考えら

れる。 

・モデル企業を設定し、プロジェクト期間内に CP 導入に係る具体的な事例を作るこ

とで CPに対する関心を高め、プロジェクト終了後も企業において CP導入に関する

自発的な活動が継続されると考えられる。 
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第４章 今後のスケジュール 

 

IAS、JICA アルゼンチン事務所、JICA 九州は、2009 年 4月のプロジェクト開始に向

け、以下のスケジュールで準備を実施することで合意した。 

時期 幹部研修 一般職員/民間企業の研修 

2008 年 

12 月中旬 

IAS より研修カリキュラムに関する要望及び優先順位を提出。 

【IAS→ア事務所→JICA 九州→KITA】 

2009 年 

1 月下旬 

要望を踏まえ、幹部研修の内容を決定。一般職員/民間企業の研修も案を作

成し、準備開始。（正式には幹部研修の際に合意を得る。） 

【JICA 九州/KITA】 

2 月上旬 
コースインフォメーション送付。 

【JICA 九州→ア事務所→IAS】 
 

2 月末 

研修参加者のアプリケーションフォ

ーム提出。 

【IAS→ア事務所→JICA 九州→KITA】 

  

3 月上旬 
受入回答発出。 

【JICA 九州→ア事務所→IAS】 
 

4 月上旬

～下旬 

研修実施。IAS からの参加者は各社の

マテリアルフローチャートを作成し

持参する。 

【JICA 九州/KITA】 

幹部研修にて、内容を正式決定。 

【JICA 九州/KITA/ア事務所/研修

参加者】 

4月末   
コースインフォメーション送付。 

【JICA 九州→ア事務所→IAS】 

5 月上旬  

研修参加者のアプリケーションフ

ォーム提出。 

【IAS→ア事務所→JICA 九州→

KITA】 

5 月中旬   
受入回答発出。 

【JICA 九州→ア事務所→IAS】 

6 月中旬

～7月末 
  

研修実施。 

【JICA 九州/KITA】 
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付属資料 
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付属資料１  調査日程表 

 

日

順 
月日 曜日 訪問機関、面会者等 場所 宿泊 

6：10   集合 

7：10   福岡発（NF2142/1H45M) 

8：55   成田着 

11：10  成田発 

9：40   ワシントン着（NH002/12H30M) 

ホテルにて休憩 

1 11/16 日 

21：49  ワシントン発（UA847/10H41M) 

  機内 

11：30  ブエノスアイレス着 

移動（空港-ホテル） 

14：30  ホテル出発 

15：00  JICA アルゼンチン事務所打合せ 

2 11/17 月 

16：30  日本大使館表敬訪問 

ブエノスアイレス 

HOTEL 

Aspen 

Suites 

9：45   ホテル出発、移動 

10：00  国立工業技術院訪問 

3 11/18 火 

PM：   移動（ブエノスアイレス-サン・ニコラス） 

ブエノスアイレス 

サン・ニコラス 

HOTEL 

Coｌonial 

9：30   ホテル出発、移動 

10：00  IAS 会長表敬訪問、打合せ 

4 11/19 水 

14：30  Ternium Siderar 社製鉄工場視察 

サン・ニコラス 
HOTEL 

Coｌonial 

8：50    ホテル出発、移動 

9:00    民間企業との意見交換会 

5 11/20 木 

14：30  Acindar 社製鉄工場視察 

サン・ニコラス 
HOTEL 

Coｌonial 

8:45   ホテル出発、移動 

9:00   Ternium Siderar 社訪問 

12：30  サン・ニコラス市長表敬訪問 

6 11/21 金 

15:00   IAS との協議 

サン・ニコラス 
HOTEL 

Coｌonial 

7 11/22 土 11:30   ホテル出発 

       移動（サン・ニコラス-ブエノスアイレス） 
サン・ニコラス 

ブエノスアイレス 

HOTEL 

Aspen 

Suites 

8 11/23 日 
ミニッツ署名準備 

報告書作成 
ブエノスアイレス 

HOTEL 

Aspen 

Suites 
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9：40   ホテル出発、移動 

10：00  JICA 事務所打合せ 

15：00  ア国外務省表敬訪問 

１7：00  環境・持続的開発庁表敬訪問 

9 11/24 月 

19：00  ミニッツ署名 

ブエノスアイレス 

HOTEL 

Aspen 

Suites 

10：40  ホテル出発、移動 

11：00  JICA アルゼンチン事務所打合せ 

15：00  日本大使館報告 

19：30  移動（ブエノスアイレス-空港） 

10 11/25 火 

23：05  ブエノスアイレス発（UA846/10H34) 

ブエノスアイレス 

機内 

6：39   ワシントン着 11 11/26 水 

11：20  ワシントン発（NH001/14H05M） 

  機内 

15：25  成田着 

17：45  成田発（NH2143/2H10M) 

12 11/27 木 

19：55  福岡着 
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付属資料２  主要面談者リスト・面談録 

 

 

主要面談者リスト 

 

組織名 役職 氏名 

所長 古屋 年章 

次長 山本 Juan Carlos JICA アルゼンチン事務所 

所員 木田 克人 

参事官 山崎 知巳  在アルゼンチン共和国 

日本国大使館 二等書記官 長野 正嗣  

技術部マネージャー Jorge Ernesto Schneebeli 国立工業技術院  

(Instituto Nacional de 

Tecnología Industrial: INTI) 
技術経済協力部職員 María Eugenia Suárez 

会長 Héctor O. Gardella 

生産部長 Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員 J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員 Silvina H. Ramos 

アルゼンチン鉄鋼協会  

(Instituto Argentino de 

Siderurgia: IAS) 

人材育成部長/広報 Liliana Zamboni 

元幹部 Elio Paiti 

  Alfredo Rabasedas 

担当技師 Armondo Abel Pettorossi 

副所長 Jorge Von Bergen 

  Arejandro Fontan 

テルニウム・シデラル社 （Ternium 

Siderar) 

  Nicolas Acejedo 

アシンダル社 (Acindar) 持続開発部マネージャー Adrian Slichs 

ゲルダウ・シピール社  

(Gerdau Sipar) 
プラントマネージャー Fernando Lombardo 

アッセルブラグ社 (Acerbrag)   Eduardo Ortiz 

サン・ニコラス市 市長 Marcelo A. Garignani 

二国間協力局長 Jorge O. A. Biga 
アルゼンチン共和国 外務省 

二国間協力局日本担当職員 Andrea de Fornasari 

アルゼンチン共和国 

環境・持続的開発庁 
クリーナープロダクション部長 Ariel Carbajal 
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面談録 

 

 

【11 月 17 日（月）】 

（１）JICA アルゼンチン事務所打合せ  

１）出席者 

JICA アルゼンチン事務所 所長  古屋 年章 氏 

                所員  木田 克人 氏 

 

２）内容  

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、KITA の概要を説明。 

○JICA アルゼンチン事務所からのコメントの要旨は以下のとおり。 

・アルゼンチンは豊かな天然・農業資源に恵まれており、非常にポテンシャルの高い

国。資源確保の観点からも日本にとって重要な国であり、将来、その重要性はより

高まると思われる。 

・「ア」国に対する協力方針では、地球温暖化、オゾン層保護、生物多様性等、グロ

ーバルイシューである環境保全に力を入れている。一般的に市民の環境に対する意

識は低いため、水俣などの日本の経験は貴重。 

・2001 年末の経済・金融危機後、債務問題が未解決のままとなっており、日本との

貿易・投資は停滞しているが、国としてのポテンシャルは高く、かつ技術水準も高

いレベルにあることから、経済や産業面で日本との結びつきがより強化されること

が望ましい。 

・2004 年以降、経済は高い成長を遂げているが、現在の世界的な金融・経済不安の

影響を受け、今後、経済が失速する可能性もある。 

・今回のプロジェクトは「ア」国政府の政策との関係がはっきりしていないところ、

この点、十分に調査をしてほしい。 

 

（２）在アルゼンチン共和国日本国大使館表敬訪問   

 １）出席者 

   在アルゼンチン共和国日本国大使館 参事官  山崎 知巳 氏 

                             二等書記官  長野 正嗣 氏 

   JICA アルゼンチン事務所  所員  木田 克人 氏 

 

 ２）内容 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、KITA の概要を説明。 

○在アルゼンチン共和国日本国大使館からのコメントの要旨は以下のとおり。 
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・CP 技術を含め、環境は日本に比較優位がある分野であり、日本の技術・経験を有

効に活用できることを期待する。 

・「ア」国では、環境に対する意識は高いが、実施が伴っていない。高い意識を持つ

上層部と現場との意識の乖離や、実施に向け何をしたらよいのか分からないことが

原因である。また、「ア」国は資源に恵まれており、効率性を高めることや省エネ

ルギーの必要性を感じにくいのだと考えられる。従って、CP 技術の導入によりど

のようなメリットがあるのかということを、相手が納得できるように見せることが

重要である。 

・プロジェクト終了後の持続性を考え、プロジェクト期間内に主体性を植え付けるこ

とが必要。「ア」国では、労働集約性が高いとして中小企業や工業が大切にされて

いる。工業と環境が結びついた本プロジェクトは、内容に上層部の考えを有効に反

映させた上で、効果的にプレゼンテーションすることができれば高い関心を持たれ

ると思われる。 

・「ア」国における技術協力では環境案件の比重が大きいが、他に多数環境案件があ

る中で、本プロジェクトを効果的にアピールしていく所存である。 

 

 

【11 月 18 日（火）】 

（１）国立工業技術院 (Instituto Nacional de Tecnologia Industrial: INTI)訪問  

 １）出席者 

INTI 技術部マネージャー  Mr. Jorge Ernesto Schneebeli 

技術経済協力部職員  Ms. María Eugenia Suárez 

JICA アルゼンチン事務所  所員  木田 克人 氏 

 

２）内容 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、KITA の概要、訪問の目的

を説明。INTI ラファエル支部から 2名の研修員が JICA 九州での本邦研修に参加中

であることを併せて伝えた。 

○INTI からのコメントは以下のとおり。 

・INTI は 1957 年に設立され、地方自治体・NGO・中小企業等に対して技術開発・支

援・移転、資格認証を実施している公的機関である。 

・本プロジェクトのことは今回初めて聞いたが、関心がある。特に「ア」国が技術的

に弱い分野に関し、日本の技術を学べればと考えている。プロジェクト開始後も進

捗状況を把握し、INTI としての活用方法を検討したい。 

・INTI と IAS とは特に機械部門について長い協力関係にあり、INTI も人材育成事業

に長い歴史を持っている。IAS が実施している研修に INTI の専門家が派遣される
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こともある。 

・INTI が実施している研修で CPと関連があるものとしては、環境エンジニアリング

というコースがある。CP を特定のテーマとして掲げている部門はないが、CP を基

本的なコンセプトとして様々な部門で活動が実施されている。 

○団長より、本プロジェクトで IAS がセミナーを実施する際には是非参加願いたい旨

を伝え、賛意を得た。 

 

 

【11 月 19 日（水）】 

（１）アルゼンチン鉄鋼協会 (Instituto  Argentino de Siderurgia: IAS)打合せ 

 １）出席者 

   IAS 会長  Mr. Héctor O. Gardella 

      生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

人材育成部長/広報   Ms. Liliana Zamboni 

JICA アルゼンチン事務所  所員  木田 克人 氏 

 

 ２）内容 

 ○IAS 会長は当初途中から出席の予定であったが、時間を繰り上げて参加し、本プロ

ジェクトに対する高い関心を表明した。 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、KITA の概要、訪問の目的

を説明。 

○IAS 会長からは「この内容であれば基本的に問題ない」とのコメントがあった。 

 ○久保氏より、研修カリキュラム案のプレゼンテーションを実施。 

  

（２）Ternium Siderar 社現場視察 

 １）出席者 

   IAS 会長  Mr. Héctor O. Gardella 

      生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

JICA アルゼンチン事務所  所員  木田 克人 氏 

   Ternium Siderar 社   Mr. Elio Paiti 

Mr. Alfredo Rabasedas 

Mr. Armondo Abel Pettorossi 
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 ２）内容 

  ○「第２章 ２－２ 討議・現場視察結果 （１）討議・現場視察の概要」を参照。 

 

 

【11 月 20 日（木）】 

（１） 民間企業意見交換会 

 １）出席者 

   IAS 生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

   Ternium Siderar 社   Mr. Nicolas Acejedo 

   Acindar 社    Mr. Adrian Slichs 

   Gerdau Sipar 社  Mr. Eduardo Ortiz 

 

 ２）内容 

○IAS 技術部長より、プロジェクトの経緯、意見交換会の目的を説明。 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、北九州市の歴史、KITA の

概要を説明。特に強調した点は以下のとおり。 

・長期的な視点に立つと、特定のスキルのみでなく CP 技術全体を理解することが、

環境保全と企業の利益にとってプラスとなる。 

・北九州市の事例から分かるように、CP 技術は公害等の影響が深刻化する前に導入

することが重要である。 

・本プロジェクトは政府間の国際約束に基づいて実施され、資金源は日本国民の税金

であることから、公益性の観点を重視したい。IAS への協力を通し、本プロジェク

トの効果が出来る限り多くの人々や組織に被駅することを期待する。 

○久保氏より、研修概要及び日本における鉄系ダストのリサイクルの現状を説明。ダ

ストに関する説明に先立ち、Siderar 社を除く３社の課題を簡潔に聴取した。要点

は「第２章 ２－２ 討議・現場視察結果」を参照。 

 

（２）Acindar 社現場視察 

 １）出席者 

IAS 生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

   Acindar 社    Mr. Adrian Slichs 
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２）内容 

 ○「第２章 ２－２ 討議・現場視察結果 （１）討議・現場視察の概要」を参照。 

 

 

【11 月 21 日（金）】 

（１）Siderar 社現場視察 

 １）出席者 

     IAS 会長  Mr. Héctor O. Gardella 

      生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

   Ternium Siderar 社    Mr. Jorge Von Bergen 

Mr. Arejandro Fontan 

Mr. Nicolas Acejedo 

 

 ２）内容 

○団長より、本調査の目的・日程を説明。 

○IAS 技術部長より、プロジェクトの経緯及び目的を説明。 

○Siderar 社担当者との質疑応答内容は、「第２章 ２－２ 討議・現場視察結果 （１）

討議・現場視察の概要」を参照。   

 

（２）サン・ニコラス市長表敬訪問 

 １）出席者 

   IAS 会長  Mr. Héctor O. Gardella 

      生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

   サン・ニコラス市 市長 Mr. Marcelo A. Garignani 

 

 ２）内容 

 ○IAS 会長より、プロジェクトの経緯を説明、調査団を紹介。 

 ○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程を説明。 

 ○サン・ニコラス市長からのコメントの要旨は以下のとおり。 

 ・サン・ニコラス市には鉄鋼業従事者が多く居住しており、環境に対する市民の意識

は比較的高い。 
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 ・現在進行している環境分野のプロジェクトは2つある。第1は下水処理施設の充実、

第 2は固形廃棄物処理施設の充実である。特に後者は好事例として州政府に評価さ

れており、州レベルに拡大される予定である。 

 ・環境保護を進めるためには、市民・当局・企業等の関係者夫々が環境の知識と意識

を持っていなければならないため、それらを高める努力をしていきたい。 

 

（３）IAS との協議 

 １）出席者 

   IAS 会長  Mr. Héctor O. Gardella 

      生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

生産部職員   Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis 

原料研究室職員   Ms. Silvina H. Ramos 

 

２）内容 

○IAS の概要について Mr. J. Sebastián Sylvestre Begnis より、IAS の研究活動に

ついて Ms. Silvina H. Ramos より、プレゼンテーションを行った。 

 ○IAS の施設を見学した。 

 ○ミニッツの内容について協議し、合意した。協議の際の主要な変更点は以下のとお

り。 

 ・2ページ目 II. 1) Super Goal is reduction of environmental burden in the steel 
industry, since the steel industry has much influence on the environment.の下線部
を、事実に即すように since the steel industry has possibility of influence on the 
environment.へ変更。 

・本邦研修の実施期間 1-2 months を、1.5 to 2 months へ変更。 

・短期専門家の派遣期間 1 month を、2 to 4 weeks へ変更。 

 

 

【11 月 24 日（月）】 

（１）アルゼンチン共和国外務省表敬訪問 

 １）出席者 

   IAS 生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

   アルゼンチン共和国外務省 二国間協力局長 Mr. Jorge O. A. Biga 

                二国間協力局職員 Ms. Andrea de Fornasari 

JICA アルゼンチン事務所 次長  山本 Juan Carlos  氏 

所員  木田 克人 氏 
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 ２）内容 

○JICA アルゼンチン事務所山本次長より、プロジェクトの経緯を説明。 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程、北九州市の歴史、KITA の

概要を説明。 

○IAS 生産部長より、IAS の概要について説明。 

○アルゼンチン共和国外務省からのコメントの要旨は以下のとおり。 

 ・プロジェクトの円滑な実施に協力する。進捗状況をぜひ共有していきたい。省内の

環境部門、経済部門、鉄鋼関係者に本プロジェクトについて周知する。今後関連ミ

ッション等あれば IAS にも声掛けする。 

 

（２）アルゼンチン共和国環境・持続的開発庁表敬訪問 

１）出席者 

IAS 生産部長  Mr. Luis Daniel Dalmaso 

   アルゼンチン共和国環境・持続的開発庁 クリーナープロダクション部長  

Mr. Ariel Carbajal 

JICA アルゼンチン事務所 次長  山本 Juan Carlos  氏 

所員  木田 克人 氏 

 

 ２）内容 

○JICA アルゼンチン事務所山本次長より、プロジェクトの経緯を説明。 

○団長より、プロジェクトの概要、本調査の目的・日程を説明。Mr. Ariel Carbajal

は KITA 研修の帰国研修員のため、北九州市の歴史、KITA の概要は省略。 

○IAS 生産部長より、IAS の概要について説明。 

○アルゼンチン共和国環境・持続的開発庁からのコメントの要旨は以下のとおり。 

 ・当部では CP に関する全国的な取組を進めており、11 月 25～26 日、本オフィスに

て、各州政府・大学・NGO・民間企業等の参加の下、全国の各産業分野において CP

の導入、普及を図るべく、ガイドライン策定会議を実施する。将来的には各州に

CP担当部門を設置することを目指している。 
 ・本邦研修への参加経験により、日本では CP と名づけなくとも日常的に「資源を大

切にする」という概念が浸透しており、CPが実践されていることを認識している。

「ア」国においても、産業界の各層で全体的に CP の概念を普及させることが大切

だと考えている。 

 ・IAS は「ア」国鉄鋼業界では名の通った組織であり、IAS に対する協力であれば効

果的だと思われる。ぜひプロジェクトの進捗状況や成果を共有し、CP の普及に役

立てたい。 
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【11 月 25 日（火）】 

（１）JICA アルゼンチン事務所報告 

１）出席者 

JICA アルゼンチン事務所 所長  古屋 年章  氏 

所員  木田 克人 氏 

 

 ２）内容 

○団長より、調査結果概要と IAS と合意した協力内容について、PDM 及び PDM を基に

説明。 

○久保氏より、現場視察の結果について説明。 

○目黒より、本邦研修実施にかかる今後のスケジュールについて説明。 

 ○JICA アルゼンチン事務所からのコメントの要旨は以下のとおり。 

 ・本プロジェクトは、官民連携の取組の一環として位置づけられるが、官の役割を常

に認識する必要がある。また、民側の色が濃い場合のコストシェアの先例となる。 

 ・本邦研修における現場視察等、日本企業からの協力に限界があるのは、JICA とし

ての協力の限界とも言える。そこは無理をせず、JICA でできることを踏まえ、「ア」

国側とのミスマッチを避けたい。 

 

（２）在アルゼンチン共和国日本国大使館報告 

１）出席者 

在アルゼンチン共和国日本国大使館 参事官  山崎 知巳 氏 

                         二等書記官  長野 正嗣 氏 

JICA アルゼンチン事務所 所員  木田 克人 氏 

 

 ２）内容 

  ○団長より、調査結果概要と IAS と合意した協力内容について、PDM 及び PDM を基

に説明。特に、IAS や民間企業の技術レベルを把握し、日本が協力できること・

できないことを踏まえた上で協力を実施する必要がある旨を確認した。 

 ○久保氏より、現場視察の結果について説明。 

  ○在アルゼンチン共和国日本国大使館からのコメントの要旨は以下のとおり。 

  ・「ア」国側の本プロジェクトに対する期待は大きいようだが、日本企業の理解を

得た上で、できる範囲を踏まえて実施することが重要。日本側関係者の理解を得

るためにも、「ア」国鉄鋼企業の能力拡大ではなく、環境面を前面に押し出して

いくことが必要である。 

  ・環境案件が多い「ア」国においても、本プロジェクトのような特定産業に対する
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支援は他に例がなく、目を引きやすい。妥当性の説明が必要であると同時に、効

果的にアピールする機会になり得る。 

 

 

以上



 

付属資料３  プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）Ver. 1.0（和文） 

 

案件名：製鉄業におけるクリーナープロダクションプロジェクト 

 

＜プロジェクト概要＞ 

期間：2年間                     対象地域：サン・ニコラス市 

ターゲットグループ：アルゼンチン鉄鋼協会（IAS）                               2008 年 11月 24 日 

 

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 

〔上位目標〕 

アルゼンチンの鉄鋼業界において、クリーナープ

ロダクション技術が普及される。 

IASに対し、クリーナープロダクシ

ョン技術に関する企業からの依頼

が増える。 

IAS報告書 

・ア国政府が、IAS のクリーナープロダクション分野における

技術サービス提供機関としての役割を変更しない。 

・今後ア国経済において、大幅な悪化が見られない。 

〔プロジェクト目標〕 

クリーナープロダクション技術に関する IAS の能

力が強化される。 

IASが 4社以上を対象にクリーナー

プロダクション技術の指導を行う。 
IAS報告書 

・ア国政府が、IAS のクリーナープロダクション分野における

技術サービス提供機関としての役割を変更しない。 

・今後ア国経済において、大幅な悪化が見られない。 

〔成果（アウトプット）〕 

1. C/P がクリーナープロダクションの実施に不可

欠な鉄鋼製造の基礎技術を修得する。 

C/Pが 80％以上理解する。 プロジェクト活動報告書 

2. C/Pがダストの処理技術を修得する。 C/Pが 80％以上理解する。 プロジェクト活動報告書 

3. クリーナープロダクション技術に関する指導用

マニュアル・研修用教材が整備される。 

指導用マニュアル・教材が作成され

る。 

プロジェクト活動報告書 

指導用マニュアル 

研修用教材 

4. アルゼンチンの鉄鋼業界においてクリーナープ

ロダクション技術の有用性が理解される。 

クリーナープロダクション技術普

及のための研修会が 2 回開催され

る。 

セミナー実施報告書 

・IASの組織、研修を受けた C/P及びその責任範囲に大幅な変

更が行われない。 

・技術移転を受けた C/Pが IASに勤務し続ける。 

・関係産業が IASの活動に協力的である。 

・IAS がクリーナープロダクション分野において技術サービス

提供機関の役割を担うことに対し、関係機関の理解・支援・

協力が得られる。 

a03456
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〔活動〕 

1-1 C/Pが本邦研修に参加する。 

1-2 現地に派遣された短期専門家に指導を受け

る。 

1-3 本邦研修で得た技術及び短期専門家の指導

に基づき、実験炉にてクリーナープロダクション

技術を検証する。 

〔投入（日本国側）〕 

1.短期専門家派遣： 

 1名×2～4週間×2回/年 

〔投入（アルゼンチン国側）〕 

1.C/Pの配置: 

1-1 プロジェクトマネジャー： 

1名 

1-2  プロジェクトメンバー：7名 

2.本邦研修： 

 3～4名×1.5～2ヶ月×1回/年 

 2名×2週間×1回 

2.現地での研修会の開催: 2回 

（1回/年） 

2-1 C/Pが本邦研修に参加する。 

2-2 現地に派遣された短期専門家に指導を受け

る。 

2-3 本邦研修で得た技術及び短期専門家の指導

に基づき、実験炉にてダストのブリケット化、ペ

レット化の方法を検証する。 

3.サイトの提供： 

3-1  実験炉 

3-2  ブリケット化、ペレット化の

ためのラボ 

3-1 クリーナープロダクション技術に関する指

導用マニュアルを作成する。 

3-2 クリーナープロダクション技術に関する研

修用教材を作成する。 

4.プロジェクトオフィス（プリンタ

ー付き且つインターネット接続可

能）の提供 

5.アルゼンチン国内でのプロジェク

ト実施のための資機材、消耗品の費

用 

4-1 クリーナープロダクション技術とダスト処

理技術普及のための研修会を実施する。 

4-2 プロジェクトの最終評価を実施する。 

  

6.短期専門家の交通手段及び交通費 
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付属資料４ 活動計画 Ver. 1.0（和文） 

 

 

案件名：製鉄業におけるクリーナープロダクションプロジェクト 

 

2008 年 11月 24 日 

 

                                2009             2010 

活動 概要 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

本邦研修 

幹部クラス対象: 2W 
2名（IAS会長、生産部長） 
日本の CPに係る理解・プロジェクト詳細協議、確認  

                                                

本邦研修(A) 
製鉄・製鋼分野技術者対象: 1.5-2M 
3-4名（IAS 2名、民間企業 1-2名） 
CP技術の習得及びモデル企業への CP技術導入計画案作成 

    

 

                                          

専門家派遣 
原料処理: 2-4W 
ｽﾗｯｼﾞ・ﾀﾞｽﾄの処理技術の現地指導 

        
 
                                      

専門家派遣 

CP技術: 2-4W 
CP 技術導入計画現場指導、セミナーでの日本の CP 技術紹
介 

            

 

                                  

第一回セミ

ナー開催 

本邦研修参加者による CP導入計画進捗発表、専門家による
日本の CP技術紹介（1日） 
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                                2009             2010 

活動 概要 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

本邦研修(B) 
内容は１年目の結果を踏まえ決定 
1.5-2M, 3-4名 (IAS2名,民間企業 1-2名） 
CP技術の習得及びモデル企業への CP技術導入計画案作成 

                        

 

                   

専門家派遣 
原料処理: 2-4W 
ｽﾗｯｼﾞ・ﾀﾞｽﾄの処理技術の現地指導 

                               
 
             

専門家派遣 
CP技術: 2-4W 
CP技術導入計画現場指導、プロジェクトの成果発表等 

                                    
 
        

第二回セミナ

ー開催 

本邦研修参加者による CP導入計画進捗発表、プロジェクト
の成果発表等（1日） 
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付属資料５ 現場視察写真 

 

   
  ミニッツ署名 

 

   
  IAS との打合せ
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  Siderar 社の敷地内に堆積しているスラグ 

 

   
  Siderar 社のブリケット 

 



40  

 

   
  Acindar 社の敷地内に堆積しているスラグ 

 

   
  IAS の研究室で作製されたペレット 
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№

九 州 セ

Ｊ　Ｒ

０8 － ０ １

アルゼンチン国

製鉄業におけるクリーナープロダクションプロジェクト

事前調査報告書

平成２０年１１月
 （２００８年）

独立行政法人  国際協力機構
九 州 国 際 セ ン タ ー

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
国　

製
鉄
業
に
お
け
る
ク
リ
ー
ナ
ー
プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト　

事
前
調
査
報
告
書

平
成
20
年
11
月　

独
立
行
政
法
人 

国
際
協
力
機
構
九
州
国
際
セ
ン
タ
ー
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